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要旨：マスコンクリートの温度ひび割れ照査方法として一般化している，構造物に許容するひび割れ発生確

率を定め，これを満足するように引張強度と最大主引張応力度との比で定義されるひび割れ指数を照査する

方法について検討を行った。この照査方法の根幹となるひび割れ指数とひび割れ発生確率との関係図につい

て，これが初めて提示された昭和 61 年制定コンクリート標準示方書（土木学会）から現在に至る 3 度の改訂

を振り返り，改訂毎に変化をもたらした要因を整理して，同図を利用したひび割れ照査法の確率論的意味を

再考した。そして，考慮すべき要因と排除すべき要因を整理した上で，本質的な改善策の提案を行った。 

キーワード：マスコンクリート，ひび割れ，ひび割れ発生確率，安全係数，引張強度 

 

1. はじめに 

コンクリートにひび割れが発生するのは，引張応力が

引張強度を超えた時であり，引張応力と引張強度が一致

する時にひび割れが発生する確率は 50％になることは

概念的に当然である。引張応力よりも引張強度の方が大

きい場合，確定論的にはひび割れは発生せず，ひび割れ

発生確率は 0％となる。このためひび割れが発生する確

率は，引張応力と引張強度のばらつきをモデル化して，

引張応力が引張強度よりも大きくなる確率をひび割れ発

生確率とする説明が行われてきた。例えば，引張応力の

平均値が 2.5N/mm2，引張強度の平均値が 3.0N/mm2，ひ

び割れ指数（引張応力に対する引張強度の比）が 1.2 と

なる図－1を想定する。図－1は，引張応力のばらつきを

１種類，引張強度のばらつきを 2 種類想定して，正規分

布させた場合の確率密度を示している。引張強度のばら

つきが違えばひび割れ指数が 1.2 と同じでもひび割れ発

生確率は 26％と 20％と異なることは，確率密度関数の形

状からも想像できるであろう。このひび割れ発生確率は，

引張応力，引張強度がそれぞれ正規分布している場合に，

引張応力が引張強度を超える確率を一般的な確率論 1)か

ら計算したものである。ところがこのような計算をして

も，ひびわれ指数が 1 の時だけは，ばらつきがどのよう

であっても引張強度が引張応力を超える確率は 50％と

一義的に決まることにも留意が必要である。 

一方で，現在，土木構造物におけるマスコンクリート

のひび割れ照査はコンクリート標準示方書 2)に示される

安全係数とひび割れ発生確率の関係図（以降，ひび割れ

発生確率図と呼ぶ），図－2を利用するのが一般的である。

この照査法は，構造物に許容するひび割れ発生確率を設

定し，図－2 から対応する安全係数を求めて，検討期間

内のいずれの材齢においても式(1)を満足するようにひ

び割れ制御方法を検討するものである。このようなひび

割れ発生確率図を利用したひび割れ照査法は，昭和 61

年（1986 年）制定コンクリート標準示方書 3)において初

めて体系化されてから，既に 30 年あまりが経過し，実務

上は一般化していると言ってよい。 

Ｉcr (ｔ)≧γcr              (1) 

ここに，ｆtk(ｔ)：材齢ｔ日におけるコンクリート供試体 

 

 

図－1 引張応力・引張強度のばらつきと確率密度 

 
図－2 安全係数とひび割れ発生確率 2) 
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の引張強度（特性値），σt(ｔ)：材齢ｔ日における構造物

中の最大主引張応力度，Ｉcr (ｔ)：ひび割れ指数 Ｉcr 

(ｔ)＝ｆtk(ｔ)/ σt(ｔ)，γcr：ひび割れ発生確率に関する

安全係数である。 

しかし，前述のとおり強度や応力のばらつきから確率

論的にひび割れ発生確率を算定した場合には，ひび割れ

指数 1.2 で 28％程度となる図－2 のひび割れ発生確率図

のように，ひび割れ指数により一義的にひび割れ発生確

率が決まらないことを示した。これは，ひび割れ発生確

率図は，確率論から算定されるひび割れ発生確率を示し

たものではなく，実際の構造物のひび割れの発生確率を

ひび割れ指数と対応づけて示しているために生じている。

このため，示方書ではひび割れ発生確率図について，そ

の改訂の都度，確率論との整合を意識した，様々な合理

的仮定や理由が説明されてきた。しかし 30 年の時間の経

過と 3 回の同図の改訂の結果，理解が困難になってきて

いる現状もある。 

以上よりここではまず，土木構造物のマスコンクリー

トのひび割れ発生確率図を中心に，ひび割れ照査法の改

訂の変遷とその要因の整理を行うこととした。 

その上で，打設管理記録のデータベースを活用し，各

種のひび割れ抑制対策を採用した図－34)に示される山

口県の高品質な構造物群のように，ひび割れ発生確率が，

図－2 に示される確率（図－3中のマスコン指針）より，

同一指数で比較すると小さくなるような場合も一貫して

取り扱えるひび割れ照査法を検討することとした。 

 

2. ひび割れ照査法の改訂の変遷とその要因 

2.1 ひび割れ発生確率図制定以前 

マスコンクリートのひび割れ制御について，初めてオ

ーソライズされたのは，昭和 49 年（1974 年）制定コン

クリート標準示方書 5)においてと考えられる。ここでは，

「部材厚さが１ｍ以上のものをマスコンクリートのめや

すとし，これらにおいては温度上昇，ひび割れ防止が重

要であることを指摘し，構造上差支えない場合は継手を

設けること，打込み温度を 25℃以下とする」ことを規定

している。1974 年当時，1970 年にトヨタ自動車がデミン

グ賞を受賞して Total Quality Control(TQC)の重要性が日

本で認識されると，ゼネコン各社でも一斉にデミング賞

受賞に向けて，品質と施工との定量的関連性の把握のた

めに膨大なデータ収集が行われるようになっていた。そ

の品質としてコンクリートのひび割れ，特にマスコンク

リートのひび割れ制御がゼネコン各社で着目されるよう

になったことも 1974 年当時のコンクリート標準示方書

に取り上げられる契機となった一因であろう。 

その後の示方書の改訂毎のマスコンクリートの記述

の変遷を見ると，まず昭和 52 年（1977 年）改訂版にお

いては，マスコンクリートの対象を拡大する趣旨の改訂

が行われ，「部材厚さが１ｍ以上のものをマスコンクリー

ト」という記述が削除されることになった。 

昭和 55 年（1980 年）改訂版での変更はされず，次の

昭和 61 年（1986 年）制定版で，現在のひび割れ照査法

の基礎体系を形作ることになる，ひび割れ発生確率図を

利用する方法に大改訂される。昭和 61 年当時，TQC に

より集積された膨大な施工と品質に関する定量的なデー

タの相関や要因を分析する時代に入っていた。遡ること

5 年，昭和 56 年（1981 年）には，日本コンクリート工学

会（旧工学協会，以降，JCI と呼ぶ）にマスコンクリー

トの温度応力研究委員会が組織され，温度応力発生のメ

カニズム，応力算定方法について広範に議論されること

になる。さらに，昭和 58 年（1983 年）には土木学会か

らコンクリート構造物の限界状態設計法指針（案）が示

されることになり，強度などの特性値の考え方や定式化

が図られたことで，温度ひび割れを数値的に捉え，解析

的に評価するという機運が高まっていた。パソコンの進

歩がその解析的なひび割れ評価をより簡易にした。 

このような背景もあり，温度ひび割れに関する研究は図

－4 のように昭和 49 年当初から昭和 60 年まで右肩上が

りに増加し，JCI において昭和 61 年 3 月にマスコンクリ

ートのひび割れ制御指針が刊行される基礎研究となった。

同ひび割れ制御指針では，未だひび割れ発生確率図は示

されていなかったものの，ひび割れ指数が定義され，コ

ンクリートの熱特性，力学特性が提示，温度応力算定方 

 

 

図－3 山口県の構造物群のひび割れ発生確率 4) 

 
図－4 土木学会年次講演会における 

    マスコンクリート温度応力関係の発表件数 6) 

（ ）内数値は 
第 5 部門全体の発表件数 
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法が体系化されるに至った。これらの研究成果を踏まえ，

前述のとおり昭和 61 年 10 月に示方書がひび割れ発生確

率図を用いたひび割れ照査体系に大改訂された。 

2.2 ひび割れ発生確率図の変遷 

(1)昭和 61 年（1986 年）制定版 

昭和 61 年制定版コンクリート標準示方書における，

初めてのひび割れ発生確率図を図－5 に示す。図－5 は，

大崎など 7)のひび割れ発生有無に関する調査結果 150 件

と吉岡など 8)の同調査結果 56 件を合わせて，それぞれが

個別の方法で算出したひび割れ指数相当の値との関係か

ら設定された図である。2 種類別々の方法で算出したひ

び割れ指数を同一の横軸として確率分布を評価するとい

う整理ではあったものの，温度ひび割れ指数を算出すれ

ば，ひび割れ発生確率を一義的に決定できるようになっ

たことで，ひび割れ制御方法の相対的比較や制御効果の

評価が可能となった。ひび割れを制御した品質の良い構

造物の構築に著しい貢献を果たしたと評価できる。 

一方で，ひび割れ指数が 1 の時のひび割れ発生確率を

40％としている理由などは説明されておらず，前述の確

率論から算定されるひび割れ発生確率との整合について

は，あまり意識されていなかったと考えられる。 

次の平成 3 年（1991 年）制定版では，クリープの補完

方法が追記される改正が行われたものの，ひび割れ発生

確率図の見直しは行われなかった。 

(2)平成 8年（1996 年）制定版 

平成 8 年制定版コンクリート標準示方書では，ひび割

れ発生確率図に用いる新たな全てのデータについて，有

限要素法による温度解析，CP 法による応力解析を示方書

に示される入力パラメータで実施し，図－69)に示される

ひび割れ発生確率図に改訂された。ここでは，ひび割れ

指数を算出するための引張強度を構造体の引張強度とし

て，割裂引張強度の特性値を 0.8 倍して用いることとし

ている。これは，ひび割れ指数が 1.0 の場合にひび割れ

発生確率が 50％となるのが合理的であるのに対して，実

構造物のひび割れ発生確率が 50％となった温度ひび割

れ指数は 1.27 程度となったため，割裂引張強度の特性値

を 0.8 倍すること（すなわち，温度ひび割れ指数 1.27 を

1.0 とすることに同義）で構造物内の強度を評価できると

して便宜上取扱うこととした 10)と説明されている。 

構造物中の引張強度とひび割れ指数に使用される引

張強度（割裂引張強度の特性値）との差を説明すること

で，前述の確率論から算定されるひび割れ発生確率との

整合のために一つの説明が加えられたのである。ただし，

ひび割れ指数が 1 以外の状態に関しては，確率論と整合

する説明は未だなされていない。 

また，この時の引張強度の取り扱いに関しては，実務

者の理解があまり進まなかった。引張強度算定(2)式にお

ける圧縮強度は配合強度を前提 6)9)としているが，やむを

得ない場合設計基準強度としてよいとの説明や，試験で

えられた値を 2 割低減して用いるという記述，特性値，

割裂引張強度，直接引張強度などの整理と使い分けが実

務レベルでは困難で，理解が難しかったのである。 

ft(t)＝c√f’c(t)               (2) 

ここに，ft(t)：材齢ｔ日のコンクリートの引張強度，

f’c(t)：材齢ｔ日のコンクリートの圧縮強度，c：0.44（S61

年版），0.35（H8 年版）を標準とする。 

(3)平成 11 年（1999 年）制定版 

このような事もあり，平成 11 年制定版では構造体の引

張強度を直接利用せずに，引張強度の特性値をひび割れ

指数の算出する図－7 に示されるひび割れ発生確率図に

改訂されている。図－7 のひび割れ発生確率図は基本的

には図－6の横軸を 1/0.8倍して曲線を右にシフトしてい

ると説明されている 12)。すなわち，ひび割れ指数の算定

に使用する引張強度を割裂引張強度の特性値を 0.8 倍せ

ずにそのまま利用すれば，平成 8 年制定版とひび割れ発

生確率はほぼ変わらないものとなる。 

また，この改訂では構造体に発生する引張応力μS，引

張強度μR のばらつきを正規分布として与え，図－8 の

S-R モデルを用いた説明を加えている。図－8 に示され

るとおり構造体の引張応力の平均値μS と解析による予

測値σt との差を考慮する修正係数ρp と，構造体の引張

強度の平均値μR と割裂引張強度の特性値 ftkとの差を考 

 

 
図－5 昭和 61 年制定版のひび割れ発生確率 3) 

 

図－6 平成 8 年制定版のひび割れ発生確率 9) 
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慮した修正係数ρC を導入し，ひび割れ指数Ｉcr を引張

強度の特性値 ftk と引張応力の予測値σt との比と再定義

した。さらに性能照査型への移行という時代背景に合わ

せ，ひび割れ指数を安全係数γcr 以上にするという照査

法に改訂し，ここでほぼ式(1)の表現とした。このため，

ひび割れ発生確率図は，許容するひび割れ発生確率を設

定し，その際の安全係数を設定する図として，横軸がひ

び割れ指数から安全係数γcrに変わることとなる。 

 またここにおいて初めて，引張強度を引張応力が超え

る確率がひび割れ発生確率であるという図－8 に示され

る確率論的な説明をひび割れ発生確率図に与えた。これ

らの説明の基礎となる研究 1)が前年1995年に発表されて

いるが，ここでは応力解析の入力値をパラメトリックに

扱いひび割れ指数に対するひび割れ発生確率の変化を図

－9 のとおり示している。ひび割れ指数に対してひび割

れ発生確率が一義的に決まらないことを端的に表してい

る。一方，前述の改定でのひび割れ発生確率図において，

ひび割れ指数によりひび割れ発生確率を一義的に決めて

いる説明として，改訂資料では，引張応力も引張強度も

変動係数が 0.22，ρC を 1.26，ρp を 1 とする説明がある。

ρC を 1.26 とするのは，先の引張強度を 0.8 倍，指数を

1.27 倍して用いる説明となり，このためρp を便宜上 1

としている。しかし変動係数については，ひび割れ発生

確率図から逆に算定されることの説明があるが，その意

味に言及はない。 

ここで変動係数の合理的意味を考えれば，ひび割れ発

生確率図におけるひび割れ発生確率は，実施工の結果の

ひび割れ発生確率であり，これから逆算して推定した変

動係数がある一定値で示されたことは，我が国の平均的

な技術と倫理を有する施工者が施工する場合に，引張強

度も引張応力も，ある一定範囲のばらつきに収まること

を示唆していることを意味すると考えられる。逆にひび

割れ発生確率図は，平均的ばらつきを有する標準的施工

結果のひび割れ発生確率を示しているとすれば，ひび割

れ指数に対してひび割れ発生確率を一義的に決められる

ことに留意が必要である。 

この改訂では，構造体の引張強度を直接利用せずに，

引張強度の特性値をひび割れ指数の算出に用いるため，

その差を考慮する修正係数ρC の影響をひび割れ発生確

率図に取り込んだことになる。以降，土木学会では 2002

年制定版（H14 年），2007 年制定版（H19 年）とひび割

れ発生確率図の改訂は行われずに，2012 年制定版（H24

年）の図－2に改訂されるまで，およそ 14 年にわたり平

成 11 年版の確率図が利用されてきた。 

(4) 2012 年制定版ひび割れ発生確率図 

JCI ではひび割れ制御指針（1986 年）を約 20 年ぶりに

マスコンクリートのひび割れ制御指針 200813)に改定し，

ここで新たに図－10のひび割れ発生確率図を示した。

2012 年版（H24 年）示方書ではこれをそのまま掲載する

こととなった。このひび割れ発生確率図の改訂は，パソ

コン計算能力の飛躍的な向上で 3 次元有限要素法による 

 

 
図－7 平成 11 年制定版のひび割れ発生確率 11) 

 

図－8 平成 11 年制定版の S-R モデル 12) 

 

図－9 パラメータのばらつきとひび割れ指数 1) 

 

図－10 ワイブル分布による発生確率の整理 13) 
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温度，応力の解析が一般的に用いられることになった時

代の要請に応えたものである。新たに 65 件の実構造物の

724 の部材について， 3 次元有限要素法による温度応力

解析で算出した最小のひび割れ指数と実際のひび割れ発

生確率とをひび割れ指数 0.05 刻みで整理し，図－10のと

おりワイブル分布として回帰した曲線を示した。従前の

正規分布からワイブル分布に確率モデルを変更した理由

は，数学モデルとしての説明性と回帰適合性の高さが改

訂資料 13)で説明されている。 

数学モデルとしてワイブル分布の累積分布関数 14)を

適用しているので，あるひび割れ指数以下となる時のひ

び割れ発生確率を返すと捉えるのが一般的であるが，こ

こではあるひび割れ指数一点のひび割れ発生確率を返す

式として適用され，また，一般に正の値で用いられる形

状係数 14)を負の－4.29 として与えていることは，特殊な

適用にも思われる。 

また回帰関数として正規分布と比較して適合性の高

さが示されている。しかし，正規分布の回帰適合性が小

さくなった理由は，ひび割れ指数が 1.6 以上と大きい場

合でも，ひび割れ発生確率が 10％程度以上と大きいプロ

ットが存在するためである事が，図－9 との比較からイ

メージできる。このようにひび割れ指数が大きい範囲で

ひび割れ発生確率が従前よりも大きくなっていることは，

平成 11 年までのひび割れ発生確率図で整理された，平均

的な施工者の施工によるある一定範囲のばらつきに収ま

っていないデータとなっている事も想起される。 

平成 11 年版と 2012年版ともに割裂引張強度の特性値

を用いてひび割れ指数を算定している。しかし，ひび割

れ指数が 1 の時のひび割れ発生確率は，平成 11 年版で

は 85％，2012 年版では 50％と大幅に相違する。この差

は，平成 11 年版の説明にある修正係数ρPを平成 11 年版

のとおり 1（実構造物の応力を予測できている）と仮定

すれば，2012 年版では構造体における引張強度の平均値

と割裂引張強度の特性値との差も無い状況と同じとなる。

部材内部温度上昇の影響と標準養生の違いは，平成 11

年版と 2012 年版でそれほど変わらないとすれば，このよ

うに，ひび割れ発生確率が 85％から 50％と飛躍的に向上

する契機は材料，施工の観点からは乏しく，前述のとお

り平均的なひび割れデータ以外の影響を受けた可能性も

あるようにも思われる。平成 11 年版が平均的標準的施工

結果かどうかの議論はあるが，図－10にあるひび割れ指

数 1.85 でひび割れ発生確率 20％弱のプロットなどは標

準的施工結果から外れていると扱って良いように思われ，

このようなプロットにひび割れ発生確率曲線形状全体が

影響を受けるのは，ひび割れ発生確率をひび割れ指数に

対して一義的に決定する趣旨から考えて好ましくはない

と考えられる。割裂引張強度の特性値が実際よりも小さ

い，あるいは発生応力を大きく推定していることなどに

ついても検討する余地があるように考えられる。 

また 2012 年版では，引張強度の特性値の算出式と有

効ヤング係数の算出式を改訂している。これらは近年の

セメントの物性の変動傾向や直近の知見を反映したもの

であり，これらの改訂がひび割れ指数にどのように影響

するか次章で検討する。 

 

3.力学物性値の変遷とひび割れ指数への影響 

3.1 引張強度 

示方書における引張強度の変遷を図－11に示す。2012

年版の引張強度は，圧縮強度が 30 N/mm2 程度以下の場

合に H11 年版を下回る。マスコン指針では，2012 年版の

引張強度の算定式とセメントメーカー各社の試験結果と

を図－12のとおり示している。例えば圧縮強度 20 N/mm2

の割裂引張強度は 2 N/mm2程度にデータプロットの中心

があり，算定式では 1.66N/mm2と算出される。従前設定

されていた構造体の引張強度の平均値と割裂引張強度の

特性値との修正係数 1.26（0.8 倍と同じ）程度の差で構造

体の引張強度に近い小さめの数値を返すようにも見える。 

3.2 有効ヤング係数 

有効ヤング係数は現在まで 2 回しか改訂されていない。

クリープ影響が変化する材齢を圧縮強度 15N/mm2 程度

までと仮定して，それ以降の材齢（それ以上の圧縮強度）

で 2012 年版有効ヤング係数は，圧縮強度に関わらず H11

年版の 0.7 倍程度となっている。2012 年版では，従来よ

りも応力も小さめに算定される傾向があると推察される。 

 

  
図－11 温度ひび割れ指数の算定に用いる引張強度 

 

図－12 引張強度の改訂資料 13) 
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3.3 ひび割れ指数への影響 

2012 年版と平成 11 年版の引張強度と有効ヤング係数

をそれぞれ用いて，拘束ひずみを同一とした場合に，算

定されるひび割れ指数の比を図－13に示す。クリープ影

響が変化する材齢に依存するものの，圧縮強度が 15 

N/mm2程度以下と小さい場合に，2012 年版のひび割れ指

数は H11 年版よりも小さくなる傾向がある。 

 

  

図－13  2012 年版の H11 年版に対する指数比 

 

4.まとめ 

ひび割れ照査法について歴史的な変遷と要因を整理

したことで，現在のひび割れ発生確率図は，我が国の平

均的な技術と倫理を有する施工者が，引張強度と引張応

力をある一定のばらつきの範囲で，標準的に施工した場

合のひび割れ発生確率を示すものであることを明らかに

した。一方で，山口県の構造物群のような品質管理のレ

ベルが高い場合，我が国の平均的なものに含めることは

できずに，残念ながら別扱いする必要があることが分か

った。逆に，我が国の平均的な技術と倫理を有していな

い施工者が構築した構造物についても，我が国の平均的

なものからは排除してひび割れ発生確率曲線を定める必

要があることも明らかにした。 

今後，さらにそのような構造物群も一貫して扱うこと

ができるように，ひび割れ照査法を改善することを提案

する。提案するひび割れ照査法は，標準的な施工のばら

つきを想定している現在のひび割れ発生確率図は利用せ

ずに，ばらつき自体 を個々に取り扱える高い自由度を持

つ照査法である。従来とおりの最小ひび割れ指数の算出

に加えて，引張強度，引張応力のばらつきを表す標準偏

差，実構造物中の平均値とのずれを正す修正係数を新た

に設定する。引張強度と引張応力に分布をあたえること

で確率論的にひび割れ発生確率を算出，評価するひび割

れ照査法を考えている。個々の標準偏差や修正係数の具

体的な設定方法は議論する余地が大きいものの，そのよ

うな照査体系とすることで，施工によるばらつきや応力

解析精度を具体的に評価することにつながり，現実的に

はそれらの技術の差別化につながることから，ひいては

温度ひび割れの抑制にさらに貢献できる温度ひび割れ照

査方法になると考える。 
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